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間
に
分
け
て
段
階
的
に
改

正
し
て
お
り
、
税
率
の
範

囲
内
で
後
期
高
齢
者
支
援

金
等
分
も
賄
っ
て
お
り
、

努
力
が
認
め
ら
れ
ま
す
。

景
気
低
迷
に
よ
り
生
活

困
窮
者
が
増
加
し
て
い
る

※討論……提出された議案等の審議の最終段階で、議案に対して賛成・反対の意見を述べることを「討論」と言います。

今
定
例
会
で
は
、
決
算
認
定
２
件
に
対
し

て
４
人
の
議
員
が
討
論
※
を
行
い
ま
し
た
。

そ
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

基
金
積
立
と
繰
越
金
を
合

わ
せ
約
36
億
円
も
の
余
剰

金
を
出
し
て
い
る
。
県
下
一

の
財
政
力
は
、
国
保
税
値
上

げ
や
、敬
老
祝
金
削
減
中
止
、

介
護
保
険
料
引
き
下
げ
な

ど
、
市
民
要
求
実
現
に
生
か

す
べ
き
で
す
。

民
生
費
で
は
、
家
庭
保
育

と
病
児
・
病
後
児
保
育
事

業
の
委
託
会
社
の
倒
産
に

よ
り
、
保
護
者
へ
迷
惑
を

か
け
、
市
支
出
金
の
返
還

見
込
み
が
な
く
、
市
の
責

任
は
重
大
と
考
え
ま
す
。

保
育
園
費
で
は
待
機
児

解
消
の
点
か
ら
公
立
保
育

園
は
廃
止
す
べ
き
で
は
あ

り
ま
せ
ん
。

日
本
共
産
党

本
田

　
　哲 

議
員

平
成
20
年
度
一
般
会
計
決
算

賛成 

財
政
力
を
市
民
要
求
の
実

現
に
生
か
す
べ
き

20
年
度
は
昨
年
に
続
き
、

国
保
税
の
値
上
げ
が
行
わ

れ
、
新
た
に
後
期
高
齢
者

支
援
金
分
と
し
て
負
担
も

加
わ
り
、
平
均
８
千
円
を

超
え
る
負
担
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。

前
期
高
齢
者
交
付
金
が

当
初
予
算
の
見
込
み
よ
り

平
成
会

伊
東

　秀
浩 

議
員

賛成 

国
保
税
は
据
え
置
き
を

国
民
健
康
保
険
財
政
は

多
額
の
一
般
会
計
か
ら
の

法
定
外
繰
入
金
に
依
存
し

て
い
ま
す
。
健
全
で
安
定

し
た
運
営
を
す
る
上
で
も
、

負
担
の
公
平
、
受
益
者
負

担
の
観
点
か
ら
の
税
率
改

正
と
考
え
ま
す
。

被
保
険
者
に
重
税
感
を

与
え
な
い
た
め
に
、
２
年

税
率
改
正
は
負
担
の
公
平

か
ら
必
要

平
成
会

秋
元

　良
夫 

議
員

賛成 安
定
し
た
市
民
サ
�
ビ
ス

の
提
供
に
基
金
は
必
要

総
務
費
の
賦
課
徴
収
費

で
は
、
65
歳
以
上
対
象
の

住
民
税
を
年
金
天
引
き
と

な
る
シ
ム
テ
ム
改
修
が
行

わ
れ
て
お
り
、
国
が
決
め

た
こ
と
に
従
う
の
で
は
な

く
、
市
民
に
一
番
身
近
な

議
会
と
し
て
反
対
す
べ
き

で
あ
り
、
反
対
し
ま
す
。

各
基
金
は
、
財
政
負
担
の

平
準
化
を
図
り
、
安
定
し

た
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

す
る
た
め
に
必
要
で
す
。

病
児
・
病
後
児
保
育
事
業

に
お
け
る
整
備
事
業
費
補

助
金
の
一
部
は
破
産
者
か

ら
返
還
済
み
で
あ
り
、
契

約
時
に
は
中
小
企
業
診
断

士
に
よ
る
審
査
を
行
う
改

平
成
20
年
度
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
決
算

日
本
共
産
党

岡
嵜

　郁
子 

議
員

賛成 

正
が
図
ら
れ
て
お
り
、
適

正
と
考
え
ま
す
。

保
育
園
の
待
機
児
対
策

は
、
認
可
保
育
園
の
新
設

を
検
討
し
て
お
り
、
入
所

円
滑
化
対
策
を
立
て
入
所

定
員
の
拡
大
が
図
ら
れ
、
適

正
と
考
え
ま
す
。

税
基
幹
シ
ス
テ
ム
改
修

業
務
は
、
税
制
改
正
に
よ

り
特
別
徴
収
義
務
者
と
な

る
社
会
保
険
庁
等
と
の
デ

ー
タ
交
換
に
必
要
で
あ
る

の
で
、
適
正
と
考
え
、
賛

成
す
る
も
の
で
す
。

　議
員
提
出
2
件
、
委
員
会
提
出
1
件
は
、
い
ず
れ
も
全
会
一

致
で
可
決
し
、
関
係
機
関
に
送
付
し
ま
し
た
。

意
見
書
等
を
提
出
 

意
見
書
等
を
提
出
 

衆 議 院 議 長 様 

参 議 院 議 長 様 

内閣総理大臣 様 

総 務 大 臣 様  

法 務 大 臣 様 

金融担当大臣様 
   ・ 
   ・ 

的
役
割
を
果
た
す
と
と
も
に
、

核
兵
器
廃
絶
国
際
条
約
の
締
結

を
目
指
し
て
国
際
交
渉
を
開
始

す
る
よ
う
働
き
か
け
る
こ
と
を

要
請
。

○
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
の
核
と

な
る
場
の
設
置
に
関
す
る
意

見
書

各
地
区
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

組
織
づ
く
り
を
推
進
す
る
と
と

も
に
、
そ
の
具
現
化
に
向
け
、

第
４
次
総
合
振
興
計
画
に
市
内

全
地
区
へ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活

動
の
核
と
な
る
場
の
設
置
を
盛

り
込
む
よ
う
、
市
に
要
望
。

○
ヒ
ブ
ワ
ク
チ
ン
の
早
期
定
期
予

防
接
種
化
を
求
め
る
意
見
書

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
菌
ｂ
型
に

よ
る
細
菌
性
髄
膜
炎
を
、
予
防

接
種
法
に
よ
る
定
期
予
防
接
種

対
象
疾
患
に
早
期
に
位
置
づ
け

る
こ
と
を
国
に
要
望
。

○
核
兵
器
廃
絶
の
国
際
条
約

へ
、
政
府
の
具
体
的
な
努
力

を
求
め
る
意
見
書

世
界
唯
一
の
被
爆
国
と
し

て
、
来
年
の
Ｎ
Ｐ
Ｔ
（
核
不
拡

散
条
約
）
再
検
討
会
議
で
の
核

兵
器
廃
絶
の
明
確
な
約
束
が
再

確
認
・
履
行
さ
れ
る
よ
う
主
導

議
員
提
出
議
案

委
員
会
提
出
議
案

４
億
円
近
い
収
入
増
と
な

っ
た
の
な
ら
ば
、
一
般
会

計
繰
入
金
を
減
ら
す
の
で

は
な
く
、
市
民
の
生
活
を

考
慮
し
、
保
険
税
を
据
え

置
く
べ
き
と
考
え
ま
す
。

滞
納
対
策
強
化
に
よ
り
、

収
納
率
は
上
が
っ
た
も
の

の
、
ト
ラ
ブ
ル
も
起
き
て

い
ま
す
。
滞
納
し
な
い
対

策
を
強
化
し
、
払
え
る
国

保
税
額
と
す
る
こ
と
を
強

く
求
め
、
本
決
算
に
反
対

す
る
も
の
で
す
。

中
で
納
税
相
談
等
適
切
な

処
理
を
し
て
お
り
ま
す
が
、

さ
ら
に
滞
納
解
消
に
向
け

た
一
層
の
徴
収
努
力
を
要

望
し
、
本
認
定
に
賛
成
す

る
も
の
で
す
。
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平成20年度決算のあらまし 平成20年度決算のあらまし 平成20年度決算のあらまし 

一般
会計

平成 20 年度 前年度比
歳　　入（1年間の収入） ４１６億　　２０万円 ０. １％増
歳　　出（1年間の支出） ４０３億５, １７５万円 １．１％増

特別
会計

歳　　入 ２３０億３, ２０４万円 １６．５％減
歳　　出 ２２２億８, ９８８万円 １６．０％減

依

存
財源
　1
9.5％県支出金 3.4％

地方消費税
交付金 2.8％

市債1.3％
その他 2.4％

自 主 財 源 　 8
0 .
5 ％

歳 入 総 額

416 億 20 万円

市税
繰越金 4.0％

諸収入 4.6％

繰入金 1.8％

その他 2.9％

国庫
支出金 9.6％

67.2％

そ
の
他
の
経
費
　
47
.7％

義

務
的
経
費
　
4
0
.0
％
　
　

　
　
　　　　

歳 出 総 額

403 億 5,175 万円

人件費

18.1％

扶助費
17.0％

公債費
普通建設
事業費

4.9％

12.3％

物件費
17.6％

繰出金
14.8％

積立金
7.7％

補助費等
6.4％

その他
1.2％

投資的経費　12.3％

財政の健全化判断比率の報告　　　　　（％）
健 全 化 判 断 比 率 20年度 19 年度

実 質 赤 字 比 率 －
（11.92）

－
（11.90）

連結実質赤字比率 －
（16.92）

－
（16.90）

実 質 公 債 費 比 率 5.2
（25.0）

4.0
（25.0）

将 来 負 担 比 率 65.4
（350.0）

83.1
（350.0）

目的別の歳出内訳
目的 （％）

１．民生費 ３３．６
２．土木費 ２１. ５
３．総務費 １３. ２
４．教育費 １２．３
５．衛生費 ７．１
６．公債費 ４．９
７．消防費 ３．７
８．議会費 ０．９
９．その他 ２．８

？　健全化判断比率とは　？
・自治体の財政状況を早期に把握し、破綻を防ぐことをねら
いとして、制定されたものです。

・毎年度、実質赤字比率など４つの財政指標を毎年度算定の
うえ、監査委員の審査に付して、議会に報告し、議会・住
民のチェックを受け、財政規律の強化を図ることを目的と
しています。

歳出（性質別）歳入

健全化の４指標はすべて優良

※ 討論……提出された議案等の審議の最終段階で、議案に対して賛成・反対の意見を述べることを「討論」と言います。

( 注 ) ①（　）は早期健全化基準を示す。
②赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は

「ー」表示となります。

（注）特別会計は 15 会計の合計額です

※ 千円単位は切り捨て

・これにより、自分たちが住む自治体の財政状況は、「赤字」
なのかどうか、「借金」「貯金」はどのくらいあるのかなど
が明らかになります。

・早期健全化計画、財政再生計画、経営健全化計画を策定す
る際には、議会が議決し、住民に公表されます。

一般会計一般会計


